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『東京のキラリ企業 200 社(2016 年)』の 10 年後のあれこれ 

(公)東京都中小企業振興公社の首題図書を 9年ぶりに読み直し,当時選ばれた 200社の 10年後の姿が 

どうなったかを調べることとした。調査は各社の HP(2021 年以降更新版)を読み直し 2016 年当時の記載内

容と比較し『企業業績が向上したか,反対に衰退したか』を見極めて見た。結論から言うと,1 社も休廃業・

解散している企業はなかった。ほっとした。なお帝国データバンク TDB Business View(2025.1.20)による

と 2024 年の休廃業・解散件数は,東京が全業種値 7.71%で,全国で最も高い値であった。なお上記のキラリ

企業はモノづくり企業(一部商社あり)であり,それを考慮すると 5%前後であり,もしこの数値をベースにす

ると驚異的数字である。やはりキラリ企業は、過去 10年間の社会・経済環境(COVID-19パンデミック,急速

なＤＸ化,ESG推進など)に負けず持続的に経営を推進させて来ているのである。その共通項をまとめた。 

●業績向上有無の判断基準 

業績向上は,①社員数の大幅増加,②設備増強(含む工場増設),③新たな海外進出,④試作から量産化,⑤

新技術開発(特許取得),⑥製造可能認定取得,⑦取引先の著しい増加,⑧他社吸収合併,⑨権威ある賞の受賞

である。上記基準で厳格にチェックしてみると、200 社中 37 社(18.5%)が 10 年前と比較し顕著な業績向上

を果たしていた。一方 200 社中 2 社(1%)が業績不振であった。なおＨＰ上で 2 事業から撤退、社員数半減

など記載あり,別情報で内容確認し 2 社が該当と判断した。従って,業績向上と業績不振の判断は明らかに

向上か不振かの判断であり,変わらないとした企業の中には通常では業績向上としても良い企業もあった。 

●業種別業績向上・不振の状況 

200社の内訳は 7分野区分である。具体的には『①加工』(切削・板金・溶接・接合・曲げなど)76社, 

『②設計・製造＆製品』(微細切削研磨・特殊加工・ダイカスト・プラスチック加工・洗浄・粉体処理・食

品機器・歯車・検査機器・医療機器など)51社,『③電気・電子』(燃料電池・無機ＥＬ・ＬＥＤ・通信機器・

センサー・電気系部品各種ほか)20 社,『④材料』(アルミ・焼結体・金属材料・鋳造合金・誘電性材料・不

織布・フイルムほか)11社,『⑤環境・省エネ』(バイオ・マグ水素・水質分析ほか)10社,『⑥健康・福祉』

(医療機器・医薬品・介護福祉機器ほか)7社,『⑦その他』(光学関係(照明・分光器ほか)・画像処理・シミ

ュレーション CPU・精密ガラス加工・金属探知機・手術器具・金属探査機ほか)25社である。 

『①加工と④材料』が 3社に 1社が業績向上企業(29%)であった。一方『②設計・製造＆製品と③電気・ 

電子』が業績向上企業は 10%であった。これは取引先企業が大手家電・精密・自動車で日本企業の世界市場

における苦戦で生産数低下(ワンロットの生産数の削減)が響いたものと思われる。 

●業績向上企業や本キラリ企業 200 社に共通すること 

本集計では業績横ばいとした企業を含め、2016年キラリ企業 200社は,その後も各種受賞を受けているこ

と(第三者の評価による結果である)や新たな技術革新(特許取得・製造ノウハウ担保の海外機関の規格取得

など)を継続している。なお、すべての企業ではないが、他社を吸収合併し、事業規模を拡張している企業

があった。その数は 40%の企業であった。この 10 年間で同業種企業と前工程や後工程を担う企業などを自

身の企業の配下に置くことに成功しているのである。その判定は HP上記載の資本金の増資や社員数からわ

かった。なお残りの 60%の企業は 2016 年当時の企業を維持しながら成長している。その企業群の資本金平

均は 300 万円から 7000万円で平均 2043万円であった。なお、今回の 200社の創業時期は 1927年から 2012

年であり、平均 1968年であった。この創業時期から想定されることは、まだ日本経済が高度成長期か低成

長期で,日本経済の成長していた時期に操業し出したことになる。200社の社員数は平均 61名であった。 

●筆者が訪問したことのあり企業は 200社中 7社あった。  ➡  内 4社は業績向上が高い企業である。 

参考資料：(公)東京都中小企業振興公社編著『東京のキラリ企業 200社(2016年度版)』2017年発刊 
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『世界が大切にするニッポン工場力』を読み直して思うこと 

上記の図書を 15年ぶりに読み直した。2010年 8月発刊の図書で日本の中小製造企業で、世界で初めて 

の技術を実現した企業 12社のその開発内容と製品化段階の苦労談を著者根岸氏が各社の社長にインタビュ

ーしてまとめた内容である。当時筆者は民間企業勤めから大学教員となり、日本の中小企業、特に製造業

を元気にするための研究をしていくのだと決め、本分野研究を立ち上げた時であった。本書の掲載 12社の 

概要は下記である。図の右側の特徴的製品欄記載の内容は他社が,まねができない優れているところである。 

 

◎わかったこと 

・本 12 社の社員数では No.3が直近 90名で最大であり、No.4が変わらず 50名、No.12が増加し 40名、No.9 

が変わらず 30名であった。他の企業は社員数 10名以下で以前と変わらなかった。 

・1 社も業績悪化や倒産はなかった。社長交代企業が 6 社（No.2,3,5,7,8,12）あり、そのままは 6 社あっ

た。なお、そのままの 1 社(No.1)岡野工業は後継者がいなく、近々黒字廃業するようである。現在中小

企業の廃業の約 50%がこのケースである。残念なことである。 

・2社(No.5 と No.11)が既存のユニークな技術の新たな用途開発製品を生み出していた。 

・他の 10 社は基本的には 15 年前の図抜けた技術を生かし、さらに、たとえば N0.6 では SDGs を意識した

製法へと技術深化(ブレーキ廃材利用他)をしていた。 

◎明確に言えること 

・12 社は独立型中小製造企業であり、取引先が頭を下げ依頼してくるわけであり、経営上は競争企業がな

く、利益確保ができ、業績は申し分ないのである。ここで申し上げたいこととして、以前この 12社では

ないが、中小製造企業の経営者から聞いた話として「事業拡大はしない」鉄則があった。確かに規模拡

大で人員増・モノ(設備)増をすれば、その借金が増え新たなリスクになるのである。 

これは、④＝(その 1)で記した「利益誘導深化型アプローチ」の実践と捉えることができる。 

・12社とも特許出願している技術または他者が真似ることができないノウハウとしての製造技術を有して 

いる独立型中小製造企業である。技術力を持っていることが最大の強みである。 

・③＝(その 8)の「発明大賞を受賞した中小製造企業の共通 12 項目」の内、1 つ前の「独立型中小製造企

業」の他、当てはまる項目は「社長が主役」「技術で勝負」「顧客に技術提案」「技術を武器に新市場開拓」

「必ず特許取得」「中核技術を中心に据える」「自社開発を志向」の 8 項目であった。残りの 4 項目も当

てはまる可能性はあるが、70%近い共通項があることから独立型中小製造企業の大切な経営行動が見える。 

なお、12社の内、No.4の三鷹光器は、筆者が学生時代卒論で実験装置を設計し製作依頼した企業で社長

からいろいろ指導を受けたことを思い出す。きっと社員にも熱血指導していると思われる。感謝である。 

参考文献：根岸康雄著『世界が大切にするニッポン工場力』ディスカバー・トウエンティワン(2010年) 

筆者が興味を持ったことは、 

その後 15年間経過して 

① 各社の業態変化(社長交代等) 

② 各社の業績変化(事業発展等) 

③ 業績の良い企業の共通点比較 

④ 自主独立型中小製造企業の姿 

の 4 点である。③は本項の(その

８)、④は本項目の(その１)で検

討したが、その実証確認である。 
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企業ビジョンと社長方針の明確化（４） 

４．ユニークな使命（ミッション）を導き出す方法  

 (1) 創造性研究欄の『創造性開発』・『企業・社会』を参照ください。 

 

５．中小製造企業での実践例からの考察  

 (1) 過去 2年半の間で、11社で実践してもらった。 

 (2) 各社経営者からの記述式アンケートからは 

   ・今まで企業ビジョンをなおざりにして来た。反省したい。 

   ・企業ビジョン系統図は実際の担当者とかグループ単位に作成するのがよい。 

   ・分析を求めるより、統合思考で物事を考える方が有意義かもしれない。 

 

６．本アプローチが有効な理由  

 (1) 中小製造企業が組織規模が小さいこと 

 (2) 社長さんが全体を常時見渡せること 

 (3) 社長さんが即座に意思決定できること 

 (4) 社長さんが即指令を出せること 

 (5) 結果を把握しその対処法を決断できること 

 

※なお、『パーパス経営』が約 5年前から提唱されている。 

  本『企業ビジョンと社長方針の明確化(1)～(4)』を『ビジョナリー企業経営』と命名し 

  『パーパス経営』と比較すると、 

   ・『パーパス経営』は経営学の組織論に位置し、創発型組織作りで社員のやる気を引き出す 

    方法論と理解すればよい。大企業に勤める社員のやる気を引き出す訓練行動が中心である。 

 

 

参考文献 

・櫻井敬三(2023年) 『企業ビジョンと社長方針に明確化』,日本システムデザイン学会第 4 回研究大会 

・櫻井敬三他（2023年）『分析経営から創造的経営へ』文眞堂 
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企業ビジョンと社長方針の明確化（３） 

３．社長方針決定シートを作成 

 (1)①コンセプトシートの主要な使命（ミッション）内容を確認する。 

   ③社長方針決定シート上のどこに当たるかを確認する。 

  (2) 社長方針決定シートの内容 

   下図の左側のいびつな円の真ん中が各社の現時点である。マップの横軸は仕事軸（製品・サービス） 

  で、縦軸は顧客軸（取引先等）である。横軸の右側に進むほど『新製品創出・新製造工程への進出』 

  を意味し、左側に進むほど『自社生産・生産プロセス革新』を意味する。また縦軸の上側に進むほど 

  『他市場・他社売上を奪う』を意味し、下側に進むほど『同一市場で他社売上を奪う』を意味してい 

  る。このような条件下で、社長さんが今後どの方向をめざすかを複数選択してもらう。 

  (3)いびつ円の黒線の太さは実際の活動でのクリアーしなければならない項目の多さを表し、別用紙に 

   克服しなければならない項目と自社・他社の支援者リストをつくり、①コンセプトシートの使命 

   (ミッション)や②企業ビジョン系統図の追加記載を行っていく。 

 

 

 

参考文献 

・櫻井敬三(2023年) 『企業ビジョンと社長方針に明確化』,日本システムデザイン学会第 4 回研究大会 

・櫻井敬三他（2023年）『分析経営から創造的経営へ』文眞堂 
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企業ビジョンと社長方針の明確化（２） 

２．企業ビジョンの明確化の方法はコリンズをベースとして下記通り手順化 

 (1)社長さんの思いを A4レポート用紙の 2ページ程度書き出してもらう。（長文でも可） 

 (2)次に意図(目的)、価値観、理念を(1)文章からピックアップする。  （言葉の表現の変更も可） 

 (3)使命(ミッション)と志(ビジョン)は対比させながら(1)文章からピックアップする。 

（言葉の表現の変更も可） 

  (4)①コンセプトシートに記載し、矛盾なく収まるようにまとめる。 

 (5)関係者に内容を徹底するため②企業ビジョン系統図を作成する。(部署別、仕入れ先、顧客さまなど) 

※要は上記の黄色マーカ部の用紙に記載し、経営ビジョンを明確にする。なお社長さんが自ら作成が MUST。 

※ユニークな使命の抽出が決め手である。そこで、社長は相当念入りに文章を作成することが望ましい。 

（大胆で説得力のある野心的な目標としての使命(ミッション)） 

 

 

 

参考文献 

・奥村恵一(1994年) 『現代企業を動かす経営理念』有斐閣 

・田中雅子(2016年) 『経営理念浸透のメカニズム』中央経済社 

・櫻井敬三(2023年) 『企業ビジョンと社長方針に明確化』,日本システムデザイン学会第 4 回研究大会 

・櫻井敬三他（2023年）『分析経営から創造的経営へ』文眞堂 
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企業ビジョンと社長方針の明確化（１） 

 日本が停滞し早 30 有余年が経過した。この日本の閉塞感を打破できるのは民間企業であるが、

その中でも、GDP 貢献度が高く大手製造業より利益率が高い中小製造業は 27％あり、またその企

業群は約半分が研究開発に余念がなく、また正社員比率も 3/4 以上であり、イノベーションを起

こせる企業群と想定される。この企業群を対象に考えたアプローチがここで紹介する活動である。 

また 本結論は 2016年 8月から 50回ほどの研究会を実施し、本活動を実施することが得策と結論付けた。 

◎ 結論としてコリンズらの提唱した『企業ビジョン』と『イノベーション』を継続して行うことである。 

1. コリンズ・ポラス式ビジョンの枠組み内容を奥村・田中の経営理念定義で確認 

       

・上部赤枠内がコリンズらの指標で、下部黒枠内が奥村・田中の経営理念である。また黄色部がコリンズ

らの記載項目である。コリンズの提示項目と日本の経営理念項目はほぼフィットしていると判断した。

そこで黄色の項目を企業のビジョンとして明確に把握することとした。 

・日本における『企業理念』位置づけ  （以下、田中(2016 年)より引用） 

1980 年代まで  (1)  経営者が経営の意思決定をする際の『自戒』を示す。 

(2) 企業成員(社員)の内部統制的な『規範』を示す。 

   1990 年代以降  (3)  社内外に訴える意図を持った『方針』も加わる。 

            従って『自戒』、『規範』、『方針』 

 ※1990 年代以降 ビジョンを提示する企業は増えてきた。 

・企業ビジョンを日本の経営書では『企業理念』と記す文献が多い。 

・企業ビジョンは、その記載内容を経営者から社員まで全員が『内容を知り分かち合う』ようになった。 

・上記観点から下記が重要とされている。 

 (1)文面の重要性、(2)表現の重要性、(3)わが身に置き換えられる可能性、(4)自社のステークホルダー 

   さえも巻き込む可能性のある文言で作成が必要とされる。 

参考文献 

・奥村恵一(1994年) 『現代企業を動かす経営理念』有斐閣 

・田中雅子(2016年) 『経営理念浸透のメカニズム』中央経済社 

・櫻井敬三(2023年) 『企業ビジョンと社長方針に明確化』,日本システムデザイン学会第 4 回研究大会 

・櫻井敬三他（2023年）『分析経営から創造的経営へ』文眞堂 
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日本の中小製造企業の立ち位置別行動相違分析(3) 

(その 10)と同じ調査データからの分析結果で、次に今後の事業展開についてまとめる。 

(1)今後の顧客（新市場開拓：現市場優先）に対するアプローチ 

  3タイプとも、新市場開拓 70% ,現市場優先 30%で現市場の今後の成長は望めないと見ている。 

(2)今後の新顧客獲得情報(現取引先情報：自社での情報)のアプローチ 

  下請企業は現取引先からの情報収集 60%,独立型中小企業は自社での情報収集 60%である。 

(3)今後の事業内容(現製品工程の完成度向上: 画期的な技術を事業化)に対するアプローチ 

  下請企業は現製品工程の完成度向上 60%,独立型中小企業は画期的な技術を事業化 75%である。 

 前者はプロセスイノベーションであり、後者はプロダクトイノベーションを志向している。 

(4)今後の経営環境(市場適応: 市場創造)に対するアプローチ 

  従属的下請は市場適応60%,自立型下請は市場創造59%,独立型中小企業は市場創造 90%である。 

(5)顧客へ提供する内容（劇的な効能：顧客の利益）に対するアプローチ 

  従属的下請は効能 70%・利益 30%、自立型下請は効能と利益が各 50%,独立型中小企業は利益

55%・効能 45%である。独立型中小企業はユーザオリエンテッドである。 

 (6)技術水準（顧客目線（顧客の求める水準）：競合他社目線（競合他社を超える水準） 

  従属的下請は顧客 10%・他社 90%、自立型下請は顧客 41%・他社が 59%,独立型中小企業は顧客

55%・他社 45%である。独立型中小企業はユーザオリエンテッドである。 

(7)社長が考える今後の事業発展のための方向性 

  図１は社長が現時点で真ん中の黒丸にいるとして縦横軸のどの方向をめざすかの結果である。

横軸は仕事軸（製品・サービス）、縦軸は顧客軸（取引先等）である。横軸右側は『新製品創出・

新製造工程への進出』、左側は『自社生産・生産プロセス革新』を意味する。また縦軸上側は『他

市場の他社売上を奪う』、下側は『同一市場で他社売上を奪う』を意味している。3 パターンで 

 顕著な差異がある。独立型中小企業は多種多様な行動を取ることがわかった。要は中小企業で

は、画一的な一般論としての『経営戦略論』を論じ実践することは意味がないことがわかった。 

 

図１．事業展開のための方向性 

・櫻井敬三,『日本の中小製造企業の立ち位置別行動相違分析』,日本創造学会第 43回研究大会, 2021年 
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日本の中小製造企業の立ち位置別行動相違分析(2) 

(その 10)と同じ調査データからの分析結果で、次に現市場構築と現技術構築についてまとめる。 

(1)現市場形成状況について 

従属的下請企業は国内取引のみであり、自立型下請企業や独立型中小企業は海外取引もある。

海外取引先を持つ企業には①国内取引先要請型と②自社自助開発型があり、独立型中小企業が

①と②が 40%弱、自立型下請企業が①と②が 20%であった。 

(2)市場形成の方法について 

   ３タイプとの大きな相違はなかった。社長の関りが約 80%である。次に社員の拡販努力、取引

先からの紹介、自社ホームページがそれぞれ 60%である。なお展示会、学会発表は自立型下請企

業と独立型注所企業がそれぞれ 60%であるのに対し従属的下請企業はわずか 20%であった。 

(3)現市場（既存顧客）の強化策や維持策について 

  ３タイプとも大きな相違はなかった。既存顧客の仕事量拡大努力、新規製品の試作参入努力、

他の事業部ジョブの獲得努力、全行程のサプライチェーンのキー企業への変身努力、間接販売か

ら自社販売（営業部門）強化努力などがある。 

(4)コア技術の深化プロセス構築について      表１ コア技術の深化プロセス構築 

表１に示す通り３タイプとも同じなのは③要素 

 技術の革新努力である。従属的下請企業は②プロ 

 セス革新で、独立型中小企業は①自社内内製化で 

 自立型下請企業は④製造垂直統合努力であった。 

 このような差異が出るのは独立型中小企業の場合 

 自助努力で自己完結するためであり、従属的下請 

 企業は自社の得意とする加工技術を磨き生産性向 

 上を実現し原価削減をめざしている。これは、   表２ 技術向上の促進に役立ったこと 

 ⑤工作機械改造による加工時間の短縮努力なども 

 実施していることからもわかる。なお自立型下請 

 企業が④努力をする理由は、同業他社との差別化 

 （主に納期対応や価格削減）を図る狙いがある。 

(5)技術向上の促進に役立ったことについて 

表２に示す通り３タイプとも同じなのは④と⑤ 

 であった。要は製造企業では一般的に実施する事 

 項である。従属的下請企業は親企業からの影響が 

 大きいことから①や②が高く、一方独立型中小企 

 業では③、⑥、⑦、⑧といった外部機関との接触 

 による技術向上を目指す傾向がある。また技術向 

 上に関しては従属的下請企業と自立型下請企業が 

 同じ傾向で、独立型中小企業とはことなるのであ 

 る。要は特定の親企業とのアクセスが中心の下請企業と独立型中小企業のように特定業界では 

 ない雑多な企業との取引を行うことからいろいろなネットワークが誕生するものと思われる。 

・櫻井敬三,『日本の中小製造企業の立ち位置別行動相違分析』,日本創造学会第 43回研究大会,  2021年 

 従属的下請 自立型下請 独立型中小 

1 自社内製化 11% 19% 40% 

2 プロセス革新  67% 48% 30% 

3 要素技術革新 56% 38% 45% 

4 製造垂直統合 11% 29% 20% 

5 工作機械改造   22% 10% 15% 

 

 

 従属的下請 自立型下請 独立型中小 

1 親企業指導 40% 27% 15% 

2 親企業 CD 活動  50% 14%  5% 

3 公的機関支援  0%  9% 20% 

4 自社生産性改善 50% 36%  60% 

5 5Ｓ等改善活動   20% 36%  35% 

6 専門誌情報  0% 14%  25% 

7 業界組合情報   0%  9%  20% 

8 メディア情報 20% 14% 30% 

9 外部情報 10% 18%  15% 

10 自社内情報  0% 0%  10% 
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日本の中小製造企業の立ち位置別行動相違分析(1) 

毎年諸般の事情（例えば国際金融、コロナ蔓延、イノベーションギャップなど）により倒産や 

M＆A などされる企業が散見され、その割合が年々増加している。筆者は優れた日本の中小製造業

の内、技術力で事業を営む企業群を下請、自立型下請、独立の 3 区分に分け、その企業行動パタ

ーンをアンケート調査分析した。下記に 3パターン区分内容を明確にする。 

従属的下請企業：親企業から受注することで成り立ち価格交渉は従属的で親企業主導で行われる。 

自立型下請企業：受注形態は下請企業と同じだが、価格交渉力は有している。 

独立型中小企業：自前で企画・開発を行うとともに親企業は存在せず、価格を自由に設定できる。 

2014 年調査時とほぼ同じ企業群(890 社)にアンケート調査(78 設問)を依頼し 111 社から回答を

いただき、その内有効回答は 92 社(10.3%)であった。本報告は製造業（金属・一般機械・電気機

器・輸送機械・精密機器関係）に絞り 64社回答をまとめた。(実施 2020 年 12月～2021 年 4 月) 

(1)自社の差別化が可能な技術（含工程）について 

従属的下請企業は単一作業であるのに対し自立型下請企業や独立型中小企業では一連の複数

作業（ex.金型＋金属プレス加工など）とし他社に真似されにくい拡張した技術習得をしている。 

(2)自社が創意工夫提案できる範囲について 

   自社内（製品・工程）については、3 タイプの相違はなく高い比率（60%以上が実施）である。

一方、取引先の製品や機能や工程についての提案は、従属的下請企業はゼロで、自立型下請企

業や独立型中小企業では、20～30%の企業で実施している。 

(3)取引先から最も信頼されている理由について 

  表１に示す通り、3パターン共に品質や対応力については大きな差はなく、取引成立の最低条

件と思われる。一方従属的下請企業は価格や納期の対応（指値・指定納期）が要求され、自立型 

下請企業と独立型中小企業は顧客への提案力が期待され実践されている。 

(4) 仕事（製品・サービス）づくりの立役者はだれかについて 

  表２の百分率表示の数字は創業期におけるものである。なお数字の右側の矢印は成長期におけ

る数値の変化を表している（↓下降、→同じ、↑上昇）。表２に示す通り、創業期では、従属的

下請企業と独立型中小企業では真逆の傾向があった。具体的には独立型中小企業では社長がリー

ダーシップを発揮するのに対し、従属的下請企業では社員の頑張りを期待しさらに時代要請から

の幸運に期待するといった経営者が他力本願である傾向が顕著だった。成長期になると独立型中

小企業も徐々に社長から社員への移行を行うのである。 

表１ 取引先から最も信頼されている理由     表２ 仕事づくりの立役者はだれか 

 

 

 

 

 

 

    

 

・櫻井敬三,『日本の中小製造企業の立ち位置別行動相違分析』,日本創造学会第 43回研究大会,  2021年 

 従属的下請 自立型下請 独立型中小 

1 価格 33% 4% 9% 

2 納期 67% 17% 22% 

3 品質 42% 54% 61% 

4 対応力 50% 58% 48% 

5 提案力  0% 33% 39% 

 

 従属的下請 自立型下請 独立型中小 

1 社長創造知 58% → 74% ↓ 83% ↓ 

2 社員頑張り 50% → 22% ↑ 30% ↑ 

3 全社の協業 17% ↑ 22% → 9% ↑ 

4 取引先支援 8% ↑ 13% → 17% → 

5 時代要請幸運 33% → 17% → 13% ↑ 
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日中技術志向の中小製造企業比較 

 近年、東アジア地域の国々の技術力は目覚ましいものがある。たとえば太陽光システム（発

電・電池）では中国Ｔ社やＪ社は価格が安い上に性能も日本の大手製造企業を越える技術レベル

にすでにある。また筆者が訪問する最先端技術に取り組む中国の経営者は米国で、国費で学び、 

新たな技術を自ら発明・発見した上で母国に帰り起業するケースもあり、その技術力は図抜けて

いることが多い。日本もうかうかしていると技術力や経営力で追い越されてしまうことになる。 

本稿では日本発明振興協会の中小製造企業の発明考案で特許取得しその技術で事業経営が順調な

企業４社に毎年贈られる発明大賞を受賞した直近の関東地区にある企業の経営者へのインタビュ

ー調査結果（9 社）と中国深圳市にある技術志向の中小製造企業経営者インタビュー調査結果（3

社）の結果を基に考察する。下記がインタビュー調査企業の属性値である。日中を比較する。 

 

起業に至る経緯を①発明の気づき→②発明誕生経緯→③発明事業化に分割して比較すると、 

① は日中比較では差がなく前職（大学院時代含む）からの知見、②は社長自らが開発で同じ、 

③ は相違があった。具体的には日本が自身のネットワーク（以下ＮＷ）、前職のＮＷ、産学連携、 

大学発ベンチャーなどとわかれるが、中国では自身のネットワークが中心であった。 

 そこで、インタビュー調査内容から下記がわかった。中国では自身のＮＷを核として、社会Ｎ 

 
    －社長ネットワークの概念図－ 

今後、日本の起業家は上記の社長のネットワーク概念図を最大限生かす努力が必要であろう。 

・櫻井敬三,『日本の特徴ある技術力を有する中小製造企業特性』,日本創造学会第 40回研究大会,  2018年 

・櫻井敬三,『中小製造企業の独自の競争力獲得のための要件』,日本マネジメント学会研究大会誌, 2014年 

1) 社長年齢：日本 60～70 歳代 

     中国 30～40 歳代 

2) 社員年齢：日本 30～40 歳代 

     中国 20歳代中心 

3) 市場   日本 1 社が海外企業取引 

      中国 全社が海外企業取引 

     （創業から海外企業へ展開） 

4)起業時期  日本 2001 以降に限定すると 

      6社（01,05,06,07,08,10 年） 

       中国 (04,09,14 年) 

上記日本 6 社と中国 3社で以下比較した。 

 

Ｗも生かしてビジネスを進めている。一方日本

ではＮＷの活用がスムーズでない。真ん中が中

小製造企業経営者でＮＷの親しい度合もある

が、中国の起業家は個人ＮＷを活用しながら最

適ビジネス展開を試みる。一方日本では他人が

引いたレール（例えば産学連携、前職ＮＷ）を

活かす程度で自身ＮＷを生かしきれていない

のである。この相違はかなり明確であり、今後

の日本の起業化のネックになる可能性がある。 

日本が世界経済から取り残される要因になる 
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発明大賞受賞の中小製造企業の共通項分析 

日本の製造業は下請けが半数以上である。その下請企業のほとんどは自社製品を製造していない。

従って親企業の経営情況に影響されやすい。その改善策は新たな販路の開拓や自社製品の開発・

製造等が必要となる。そのためには自主独立型中小製造企業への脱皮が必要条件である。 

もし独自の特許の取得ができれば、企業の規模に関係なく特許は出願日から 20 年間、長期に渡

り技術保護ができ、その結果自主独立型中小製造企業は他社（大企業）との競争に巻き込まれる

ことなく事業が継続できるのである。1975 年より公益財団法人日本発明振興協会が発足し、我が

国の中堅・中小企業の発明考案の育成と研究開発の振興を支援する活動が継続実施されている。 

そこで、日本発明振興協会編集委員会編著「発明大賞 40 周年記念誌」（2015 年）掲載の直近７

年の「発明大賞」受賞企業 28社から訪問可能な東京・千葉・埼玉・神奈川に本社がある中小製造

企業 15社を選択しその内 9 社（電子・電気 3社、機械 4社、化学 2社）のインタビュー調査結果

と対面アンケート調査を実施した。これら企業群の属性値は資本金が 1500～7500 万円,年商が平

均 2.5 億円、従業員は 20 名以下の小規模、従業員平均年齢 40 歳、主力製品は最終製品 5 社、技

術設計 3社、組立用部品 1社、企業業態はすべて独立型中小企業（下請企業がゼロ）、取引形態は

全社とも企業向け（B to B）であった。 

上記の発明大賞を受賞の中小製造企業の共通項は下記であった。 

① 全社とも独立型中小製造企業である。その独立型中小製造企業は小規模である。 

② 自社の製品の開発・醸成検証期間、醸成期間中の対応は社長が主役を務める。 

③ 独立型中小製造企業では多くの社長が技術系学校の出身者である。 

１） 技術系社長の開発方法は他社製品の真似をしない自社開発を志向する。 

２） 製品の開発期間で外部(例えば、大学・研究機関）の利用が頻繁である。 

３） 開発した製品は特別な技術を持ち、その後その技術を特許申請し特許を取得している。 

④ 特別な技術を武器に新たな市場を開拓する。 

⑤ 社長（社員も含め）はお客様とのコミュニケーションを大事にする。 

１） お客様との親密な関係性から得られた市場にマッチした新製品への技術改善を促進。 

２） 社長は技術のわかる人材を採用することに力を入れている。 

⑥ しかしながら、規模が小さいことから優秀な技術力のある人材を採用することはなかなか難

しいのが現実で当面の経営課題である。 

以上から、国や地方自治体の支援のあり方としては下記が求められる。 

① 特許取得が大切だが、その費用負担が大変であり、その支援をすべきである。 

② 技術研究・深化を促進するため外部(大学・研究機関）のマッチング支援が重要である。 

③ 特別な技術があっても知名度は低く売上額が伸びないので、本発明大賞などを充実推進する。 

④ 経営者は品質を絶えず追求する姿勢が強くそれが日本品質を支えていることをアピールする。 

なお、中小製造企業の経営資源は大企業にはかなわない。しかし、特許取得で大企業をしのぐ技 

術力を持てば大市場でも戦える。今回調査した 9社中 4 社は大企業の中核的技術を担っている。 

すなわち特許取得で 20 年間の独占使用権があることのメリットは大きい。したがって、「ニッチ 

市場で大企業との戦いを避ける戦略だけが中小製造企業の生きる道ではない。」と言える。 

・呉輝強・櫻井敬三,『発明大賞受賞の中小製造企業の共通項分析』研究・イノベーション学会, 

第 31 回年次学術大会,2016年 11月 
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産学連携のマネジメントとベンチャーの円滑な関係性構築  

ここでは大学産学組織との技術移転と技術移転先であるベンチャー企業との円滑な関係性構築

について基本的事柄を大学側サイドからの視点から提言する。なお学術的研究からのアプローチ

（文献等調査）ではなく、筆者体験と関係者とのインタビュー調査に基づく知見が基である。 

１．経験業務と関係者インタビュー調査からの知見 

(1)ＴＬＯ法と大学活性化 （残念だが企業との連携がうまくいっていない。） 

  国立大学の独立法人化(2004 年)に伴い、知的創造サイクルの原動力として産学連携の中核と

してＴＬＯ（Technology Licensing Organization（技術移転機関））ができ、その設立を政策

的に支援する「大学等技術移転促進法」が 2005 年施行された。 

(2)推進の運営と組織の問題点 （実利主義のＴＬＯが少ない） 

ＴＬＯ組織：ここでＴＬＯ（技術移転）とＰＡＴ（知的財産）に分ける。３タイプ有。 

・東大型：実利中心主義、 ・東北大型：技術革新こだわらず。 

・東工大型：特許出願優先、・地方大型：規模・陣容でなかなかうまく機能せず。 

ＴＬＯ運営：7の役割を果たすコーディネータ 

・文系で企画力に優れた人材登用、大手企業研究畑で博士を持っている人材登用など 

<結論> 実利中心主義成果で用途開発の目利きが効く人材が必要（だが極めて少ない） 

２．米国ベンチャー企業と日本ベンチャー企業の相違 

 米国では開業したばかりの小企業は大金持ちに売れる商品しか考えない。すなわちベンチャー

企業といえども起業当初からそれなりの利益を確保できるしバックアップシステムがある。 

一方日本では、ベンチャーキャピタル制度は大手投資家が多い。大学発ベンチャー企業やベン

チャー企業の事業計画が市場規模が小さくニッチ事業にしか展開していないため魅力を感じない。 

この相違は米国が市場原理型資本主義（いわゆる金融資本主義）で超金持ちがいる。一方日本

は産業資本主義で所得水準に差がなく米国流マーケティングアプローチを取れない。 

<結論> 米国と日本の国家の風土の相違がある中で制度を真似してもうまく機能しない。 

３．どうすればうまく技術移転ができるのか？ 

(1)大学発の技術移転は如何にすべきか？ 

<結論> その変革のためには前述した産学連携組織の人材にかかっている。 

(2)中小企業から持ち込む案件処理型の技術裏付け実験による技術移転は成功し易い。 

<結論> 教員が学術的好奇心と無縁の実用化のデータ分析研究で満足できるだろうか。 

(3)実験時の機密保持と特許出願時の問題点は何か？ 

<結論> 大学側は企業側に技術ノウハウを高額請求し、企業側は大学側のノウハウを奪う。 

４．そのための方策は 

(1) 産学連携（ＴＬＯと知財管理）は的確な用途開発先を見つける努力が大切である。 

(2) 中小製造企業から持ち込まれる技術課題（技術的裏付けデータ）対応が成果を生む。 

(3) ユーザ志向以前にまず社会志向で何が課題かを明らかにすることが先決である。 

(4) 間違ったイノベーション（技術革新）志向から真のイノベーション（創新）志向へ。 

(5) ファジーフロントエンド段階のマネジメント（創造的企画活動）実施が重要である。 

・櫻井敬三,『産学連携のマネジメントとベンチャーの円滑な関係性構築』日本マネジメント学会, 

第 71 回全国研究大会,2015年 11月 

http://www.meti.go.jp/policy/innovation_corp/tlo/chuukai.pdf
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中小製造企業の独自の競争力獲得のための要件 

(1)醸成期（誕生～実用化前）と事業化推進期（製品化）の活動期間 

総活動期間は大半(63%)が 5 年未満であった。中小企業の場合にはニッチ市場を狙うため市場規

模から長期間の開発準備はできないのである。また総期間に占める醸成期間も少ないことがわか

る。深みのある開発をし続けることは資金、陣容から無理なのであろう。ただし、技能が中心で

投資額が比較的少ない切削加工とプラスチック成型加工では 6年から 15年までの年月をかけて製

造技術の醸成を行う企業がそれぞれ 55%と 30%存在する。これは製造ノウハウの蓄積であり注目に

値する。この分野の技術力が日本を支えている原動力になっていると思われる。 

 

(2) 差別化コア技術の開始きっかけ 

下請型企業と独立型企業に分けると「取引先との会話(42%:32%)」と「以前からの社長の思い

(12%:21%)」「大学他からの誘い(4.2%:15%)」となっている。下請型企業は取引先からの情報をき

っかけとし、独立型企業は取引先情報よりも社長の思いがきっかけとなることが多い。また大学

や工業試験場といった技術検証をする機関との接触も多いことからそこからの情報がきっかけに

なることが多い。 

 

(3)差別化コア技術の後押し 

後押しするのは技術支援機関(23%)や取引先の社長や技術者(25%)であり企業形態の差異はほと

んどなかった。但し下請型企業は社長の知りあい社長や経営コンサル(14%)に頼るが、独立型企業

は以前勤めていた企業の技術者や取引のある外注業者の技術者(13%)に頼る。すなわち、技術的支

援スキルが高いのは後者であり、そのことは独立型企業が差別化コア技術を誕生させる確率が高

くなる要因と思われる。 

 

(4) 技術醸成期間のアイデアの技術検証 

下請型企業は、(2) 差別化コア技術の開始きっかけと同様に社長中心でことが進むことがわか

る。すなわち社長のスキル次第で事業の成否が決まるのである。 

 

(5)事業化推進期のマネジメント 

技術醸成期では下請型企業と独立型企業でかなりの相違があったが、本事業化推進期ではほと

んど差異がなかった。その理由は事業化に関するマネジメントは顕在化しやすいため、外部コン

サルの指導を受けたり、勤勉な経営者は書物からの勉強でその方法をマスターしている。したが

って例えば、取引先との接触でも調達部門だけでない、設計や研究開発さらには技術資料作成や

試作品を収めるなど下請型企業の方が積極的であった。 

 

 

 

・櫻井敬三,『中小製造企業の独自の競争力獲得のための要件』日本マネジメント学会,第７０回

全国研究大会,2014 年 11月 

 



中堅・中小企業研究成果 （その５）            2015 年 2 月 1 日作成 

伝統技術を引き継ぐ中小製造業の経営マネジメント 

インタビュー調査より,事業継続をし続ける企業の特徴は 
・新たな顧客獲得や異なる産業への進出を成し遂げた中小製造企業に場合には技術革新を伴う

行動と顧客への技術提案を行っていることが多かった。 

・成長している伝統産業企業(13 社）の特徴は 

    (1) 自社保有技術の芯となる技術を守っている。 

    (2) 新たな技術戦略を立て実施推進している。 

 上記仮説検証のためにアンケート調査を実施した。下記の伝統企業９社の創業は江戸時代が中心

だが１社は安土桃山時代創業もあり、100 年企業５社の創業は戦間期前後である。50 年企業２１

社は 1946 年～1970年創業企業である。なお各社とも「自社の伝統的技術を糧に今日まで事業継続

できた」と回答している。その集計結果は下図の通りである。 

     

 ３企業群で異なりかつ伝統企業が高い賛同（はい）と言っている項目は下記である。 

⑬ 他社物まねは恥ずかしい 

⑭ 新情報は他業界から入手 

⑮ 本物情報しか入手せず 

新しいことも積極的に導入するが同業のまねは一切しない点である。今日差別化とかオンリーワ

ンと言われる企業がこの種の企業存続ポリシーを持っていることが容易に想定できる。 

 逆に５０年企業群が最も高い賛同(はい)と言っている項目は、⑨商売は事業継続に意味有であ

った。これが近年の方が企業継続についてうるさくなっていることが影響している。 

 

 

・櫻井敬三,『伝統技術を引き継ぐ中小製造企業の経営マネジメント』日本経営工学会 

  2014 年秋季研究タイ大会 2014 年 11月 

 

３企業群が同じ傾向にある質

問内容１６設問中８設問 は「は

い」が多かった 

 ① 自社は伝統的技術力有 

 ④ 核心技術が何か理解済み 

 ⑥ 製法や手順は変えて良い 

 ⑦ 伝統的製法を近年変えた 

 ⑧ 職人技を極力見える化 

 ⑩ 納得の技術水準達成必要 

 ⑪ 職人とはスキンシップで 

左記共通項目は日本の中小企

業のＤＮＡとも言える項目であ

ると思われる。 
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中小製造企業が独自技術で独り立ちするために 

(1)技術醸成期の成果を生み出す手順 

・大手製造企業の場合 （下記①から順番に⑨まで実行することが多い） 

① 技術の棚卸，②世の中の動向調査, ③有用な技術調査,④自社技術に適うかの判断, 

⑤用途先調査,⑥用途先との接触,⑦技術差別化活動,⑧技術克服活動,⑨特許出願 

・中小製造企業の場合  (高群 88社(42%)  低群 124 社(58%)) 

 Ａ．高群企業  (８８社/２１２社）  規模による異なる 

 

規模（社員数）   成功したケースを基にした手順 

５０名以下   ②→③→④→⑤→→→→→⑧→⑨ 

５１～１００名 ①→②→③→④→⑤→→→→→⑧→⑨ 

１０１名以上 ①→②→③→④→⑤→⑥→⑦→⑧→⑨ 

 

Ｂ．低群企業 (１２４社/２１２社) 上記手順がさらに短くかつバラバラである。 

 

(2)技術醸成期の成果を生み出す手順 

・総開発期間は３年以下が 63% 醸成活動は 1 年以下 

・最低限必要なことを即実行 

・弱いところは補強が必要である。 (⑥用途先との接触,⑦技術差別化活動) 

 

(3)技術醸成期の有効な情報源 

 ・大企業と中小企業の比較  ［櫻井（2008）と比較］ 

          

   

 

 

 

 

 

 

 

 ・インタビュー調査からの所見 

   製造現場の顕在情報（治工具・精度・工程）や工作機械の改造情報（ソフト・性能）を 

活用し新たな技術提案をすることは多い。 

 

・櫻井敬三,『中小製造企業の独自技術の醸成と事業化の実証研究（その１）』 技術醸成期に 

  おける有効な行動, 研究・技術計画学会,第２９回年次学術大会 2014 年 10 月      

情報内容 大企業 中小企業 

社外ドキュメント技術情報 × × 

自社内技術情報（生産・設計） ○ ○ 

非公式口コミ情報（業界関係者） × ○ 
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中小製造企業が中国で成功するための必要条件 

中国で成功するとは日本の中小製造企業（本社工場）の足を引っ張ることなく中国国内で自立

して利益確保ができている中国進出中小製造企業（独資企業）とする。また現地生産品の日本へ

のバイバック以外に中国国内で新たな取引先を確保したことでビジネスが拡大している。下記３

ケースは生産財産業機械メーカで各社とも日本においては下請中小製造企業である。 

 ケース１：(1) 進  出：1990 年代後半に中国進出したＡ社 

(2) 対象品 : 建設機械（製缶・板金・組立） 

(3) 内 容 : 国内 350 名（2工場） 中国 500 名（3工場）                           

 ケース２：(1) 進  出：2000 年初頭に中国進出したＢ社 

   ※本企業のみ、本社工場は倉庫として操業を停止し、中国 1 工場で生産開始 

 (2) 対象品 : 産業機械（機械加工・組立） 

(3) 内 容 : 中国 70名（1 工場） 

 ケース３：(1) 進  出：2000 年初頭に中国進出したＣ社 

 (2) 対象品 : 産業機械（製缶・組立） 

(3) 内 容 : 国内 125 名（1工場）  中国 80 名（1工場） 

ケース１・２・３に共通する成功要因  

 ・中国へ自力進出している。親企業からの一切の支援を受けていない。 

 ・整備された工業団地への進出をせず、あえてかなり不便な地域に進出している。 

 ・中国人スタッフ起用法の工夫が見られる。 

 ・海外進出に向け、自らリスクを承知し自己資金力で自己技術力を信じて進出しその後国内下

請型企業からの脱皮を図りつつある。 

日本においては組立型産業が日本の高度成長経済を支えてきたのだが、そのものづくりは下請

重層型システムや下請企業の親企業への絶対服従といった日本特有の慣行があったからだと思う。

海外に親企業要請で進出した中小製造企業のその後の動向はあまり芳しくないのが実状である。 

 一方、今日では下請型ビジネスからの脱皮を自力で海外進出することで着実に実現しようと試

みる企業が出現している。またかって親企業からの要請で海外進出した中小製造企業が現地で、

自力で事業の見直しを実現しようと努力しつつある。そもそも、日本における親企業の指導によ

り養われた製造技術力や超品質管理力、海外進出に伴い獲得したノウハウを生かした新たな動き

は注目される。 

 今後、海外進出する中小製造企業は日本での下請型ビジネス展開の打破を視野に入れた海外戦

略を取るべきと考える。企業は規模に関係なく、自力努力で自社のオリジナルな特徴を構築して

いく必要があり、与えられた環境下で教えられた方法で実現した企業マネジメントでは新たな環

境での対応力が身につかず、結局近未来には自滅する恐れがある。すなわち、今日のグローバル

化社会では自力努力によって企業マネジメントを実施していくことでしか生き延びられないので

はないだろうか。以上の結論に至ったのは過去４年間、海外進出を果たした中小製造企業の経営

者インタビュー調査からわかった結論である。 

 

・櫻井敬三,2014 年,『中小製造企業が中国で成功するための必要条件』, 第２８回年次学術大

会講演要約集  研究・技術計画学会 
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      アパレル企業の海外進出先への対応に思う 

電機・輸送業界より以前から中国進出したアパレル業界の行く末に我々が考えていたより深刻

な問題が内在し、その問題は今後電機や輸送業界の行く末にも起こり得るとの結論が導き出され

た。とりわけ中堅・中小企業は 1999 年以降の中国進出に伴いインフラの整備された中国地場企業

への下請型発注を増やしている。このことが近未来に問題になる可能性を指摘する。 

１）中堅・中小企業も 1999 年以降中国地場企業の下請型発注で対応 （2011 年筆者調査結果） 

 一見合理的な対応とみられる。なぜならば進出した当初はすべて自社内生産で設備能力以内で

の受注に留めていた。しかしその後、中国地場企業のインフラ産業の技術向上を受けて、品質や 

生産性向上指導のみ自社（日系企業）が行い、複数の中国地場企業に転注するようになってきた。 

     
２）アパレル業界における今後の動向 （2012年筆者インタビュ―調査結果） 

《前提条件》 

 日本国内には生産工場なし。工場敷地は仮倉庫と物流センター。 

 日本には製造に関わる社員も技術スタッフもいない。 

 中国にある企業（工場）に８名の日本人の管理スタッフが常駐。 

《中国人の総経理（某日系中堅アパレル企業）とのインタビュー調査内容》 

・中国進出したアパレル業界生産工場はあと６年でなくなる。採算が合わなくなるからである。 

・ユニクロ（ファーストリテイリング社）は生き残れるが他社は無理だろう。 

・当社は日本で生産することになるだろう。 

・中国ユーザに日本の信頼ブランドを売り込む高級商品の品ぞろえで戦うしかないだろう。  

但し日本人の製造技術者（技術の分かる者）が１名もいない。従ってもし日本で生産するとす

れば本工場の中国人技術スタッフが日本の指導に行く必要があるだろう。 

《問題の深刻さ》 

（１）人件費高騰に伴い中国からバングラディッシュなどへの移転は企業には大きな投資と 

    なり、中堅企業にとって移転は難しい。 

（２）日本から中国へ生産拠点を移し２０年も経過すると製造技術のノウハウを持つ日本人 

    技術者がいなくなるという事実である。 

・櫻井敬三,2013年,『日本の中国進出企業が要求する品質水準に見るＭＯＴ観点での考察』 

第２８回年次学術大会講演要約集 pp.889-892  研究・技術計画学会 
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自主独立型中小企業は利益誘導深化型のアプローチが有利 

中小企業は大企業の海外工場移転やサブプライムローン問題などグローバル化に伴う急激な環

境変化によって経営環境は悪化の一途をたどっている。とりわけ下請型企業にとっては減産比率

が高く、過去の不況とは較べものにならない程経営状況は逼迫している。その解決策は多様では

あるが、下請型企業から自主開発型企業（含む製造技術ノーハウ）に変身できることが最も合理

的でかつ業績の安定化が図れる方法と考えられる。 

但し直ちに下請型企業から自主開発型企業への変身は難しいと言われているが、今回の実践 

支援およびインタビュー調査によると、従来良いと言われてきたアプローチ（下図では利益誘導

拡大型）ではなく、悪いと言われてきたアプローチ（下図では利益誘導深化型）を取ることによ

って、より早く自主開発型企業に変身できることがわかってきたので以下報告する。 

下図説明を行う。尚５ステップとして製品づくり（新製品とは限らない）があるが省略してある。 

 

利益誘導拡大型は①活動で(1)既存製品や既存製造方法でカバーできない顧客ニーズを探し、(2)そのニーズの成長

性を見極め、(3)参入余地を確認することが市場の視点から考える出発点とされた。次の②活動で、(1)その新規ターゲッ

ト市場で自社の技術が有効に活用できるかを見極め、(2)実用化技術候補を選択する。その後の③活動以降は通常の

製品開発準備と同様に対象顧客の要望を踏まえ新たな製品の具体化案を企画書としてまとめ、トップの事業化意思決

定判断が下った後に新製品の製販準備が開始される。この活動はいわゆるマーケットインの考え方にしたがって進めら

れてきたオーソドックスなアプローチであった。 

一方、利益誘導深化型では①活動で(1)自社内技術の棚卸整理活動を行い、(2)中小企業の場合には顕在化されて

いない製造ノウハウを第三者の協力で探し、(3)特許出願準備を行う。次の②活動で、(1)世の中でのレベルを評

価し、(2)ダントツな技術を抽出し、(3)想定される複数の用途先市場を見極め、(4)用途先を意識した設計諸元

を検討し実験データ（工業試験場等へ依頼）を収集し、(5)特許を出願する。その後は拡大型とほぼ同じである。

この活動は、マーケットイン志向ではなく、むしろプロダクトアウト志向であり、企業内に過去蓄積した技術（シ

ーズ）があることが前提でありその技術をもとに自社内で当事者が自ら新たな市場を生み出すアプローチである。 

利益誘導深化型のアプローチで成功した企業例は多数あるので、もし興味があれば問い合わせ

願いたい。貴社の自主開発型企業への変身のきっかけを作るお手伝いができるかもしれません。 

         

詳細は下記文献で確認ください。入手希望者はメールアドレス：sakurai@tk.jue.ac.jp へ 

櫻井敬三,2010年,『革新性・創造性に関する経営診断の一考察 
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